
【「保育の必要性の事由」について】 

保育の必要性があると認定されるのは、保護者のいずれの方も下表の条件に該当する方です。

保育の必

要な事由
具体的な保護者の状況 利用期限 必要書類

就  労
月６４時間以上、労働をすること

を常態としていること。

左の状態が継続すると見

込まれる期間が属する月

末まで

就労証明書（※）

(同封の様式を利用ください) 

産前産後

出産予定日８週間前（多胎妊娠の

場合は１４週間前）の日から出産

日後８週間を経過するまでの期

間内にあること。

出産日から８週間経過す

る日の翌日が属する月末

まで

母子健康手帳の写し

(表紙と、出産予定日の記載が
あるページ)

疾 病 等

医師が作成した診断書により保

護者の疾病もしくは負傷が確認

できる状態にあること、または、

右に掲げる手帳の交付を受けて

いること。

① 身体障害者手帳（１～

４級）、愛護手帳、精神障

害者保健福祉手帳を所持

している場合は、有効期

限の属する月末まで 

②その他の場合は、医師

等の作成した診断書に記

載されている終期が属す

る月末まで 

・診断書 または 

(同封の様式を利用ください) 

・左記手帳いずれかの写し

親族介護

月16日以上かつ週16時間以上 

同居の親族その他の者を介護す

ることを常態としていること。

・介護に関する申告書または

(同封の様式を利用ください) 

・介護が必要な方の、左記手

帳いずれかの写し 

災害復旧
自宅及びその近隣地域内の災害

の復旧にあたっていること。

災害の復旧が完了すると

見込まれる月の末日まで
罹災証明書の写し

求職活動
就労する意思があり、求職活動に

専念していること。

利用開始日から９０日を

経過する日が属する月の

末日まで

求職活動申立書

(同封の様式を利用ください) 

就 学

月16日以上かつ週16時間以上、

職業能力開発施設において職業

訓練を受け、又は学校教育法に基

づく大学、短期大学、高等学校な

どにおいて就学していること。

卒業（修了）の予定日が属

する月の末日まで

就学証明書

(同封の様式を利用ください) 

発達援助

身体障害者手帳または愛護手帳

を所持するおおむね３歳以上の

お子さん（申請対象のお子さん）

を監護していること。

お子さんの小学校就学前

日まで

お子さんの身体障害者手帳、

または愛護手帳の写し

育児休業

原則３歳クラス以上のお子さん

（申請対象のお子さん）であり、

下の子の育児休業中であること。

育児休業終了日の属する

月の末日まで

・就労証明書（※）または 

(同封の様式を利用ください) 

・会社が発行する育児休業期

間の分かる証明書

※就労証明書の記載内容に不備があった場合、確認のため就労先に問い合わせる場合がございます。

◎認定期間は最長で、お子さんの就学前日までになります。

◎認定開始日は、保育の必要な事由が発生した日が属する月の初日から希望することが可能です。

◎原則として遡って認定することができませんので、希望の認定開始日よりも前にお手続きください。

◎保護者のいずれかが保育の必要な事由に該当しない場合は認定できません。


